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研究目的：年齢階級別・接種戦略別に新型コロナワクチンの費用対効果を評価し、さらに

今後の課題を抽出・整理することを目的とした。 

研究方法：「感染の有無」「入院の有無」「重症化の有無」「死亡の有無」の 4ステップか

らなる状態移行モデルを設定し、1)2024年度は接種を行わない 2)2024年度秋に 1回接

種を行う 3)2024年度春・秋に 2回接種を行う、の 3つのケースを設定し、費用対効果

を求めた。組み込んだパラメータは、可能な限り国内かつオミクロン蔓延期以降のデー

タを使用した。 

研究結果：医療費のみを投入した場合、1回接種の場合、すべての年齢集団で ICERは 500

万円/QALYを下回り、費用対効果は良好であった。2回接種を 1回接種と比較した場合

は、費用対効果は相対的に悪化した。接触者の生産性損失を組み込んだ場合には費用対

効果が大きく改善した 

考察： 5 類移行以降の自宅待機の状況や、接種そのものにともなう生産性損失をどのよ

うに組み込むかが、今後の課題となることが示唆された。 

結語：増分費用効果比 ICERの数値上は、「接種対象年齢層の拡大」が「高齢者への 2回

接種」よりも優先順位が高くなることが示された。 
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Ａ．研究目的 

 ワクチンの費用対効果については、2015
年 12 月のワクチン小委員会の成人肺炎球
菌ワクチンの議論において、(1) 市中肺炎の
発生頻度と血清型分布 (2) 免疫原性のデー
タ (ワクチン効果) (3) 肺炎治療の医療費 
(4)肺炎発症時の QOL の低下の 4 つのデー
タギャップが指摘されており、これらを充

足しうる国内データの整備が強く求められ

ている 1)。1)はワクチン対象疾患の発症率、
2)は国内のワクチン効果、3)および 4)は感
染症発症時の費用と、健康アウトカムへの

影響と整理が可能である。 
 2023年度まで、新型コロナワクチンにつ

いては臨時接種（の特例）という枠組みで全

額公費負担がなされてきたが、パンデミッ

ク期からエンデミック期への移行に際して、

通常の定期接種化の議論のために、費用対

効果のデータが求められている。 
 昨年度の本研究では、今後国内でコロナ

ワクチンの費用対効果や財政インパクトを

推計する際の基礎となるデータを整理する

ことを目指した。具体的には、分析に不可欠

となる  i)新型コロナウイルス感染症の疾

病費用推計 ii) コロナワクチンの有効性に
ついて国内のデータをアップデートしつつ、

iii)罹患時の QOL 低下についてのデータ整
備を行った。さらに、既存のデータで補完で

きない部分について、継続的にデータを取

得出来る環境の整備をあわせて実施した。

本年度は、これらのデータを用いて、年齢階

級別・接種戦略別に新型コロナワクチンの

費用対効果を評価し、さらに今後の課題を

抽出・整理することを目的とした。 

 

 

Ｂ．研究方法 

i) 分析モデルの構築 
 図 1 に示すように、「感染の有無」「入院
の有無」「重症化の有無」「死亡の有無」の 4
ステップからなる状態移行モデルを設定し

た。組み込んだパラメータは、可能な限り国

内かつオミクロン蔓延期以降のデータを使

用した。 
後述のように、感染の有無に関わる

COVID-19 の罹患率については、集団内の

相互間の感染を考慮する別モデルで計算し

た数値を用いている。 
ii) 罹患率の推計 
 Kohli et al. (2023)の、SEIRモデルに基

づいた感染者数予測の数値を用いた。Kohli
らのモデルでは、年齢別の人口分布と人流

データ(人流及びマスク着用率の変化)・ワク
チン接種率・自然感染にともなう免疫獲得

を考慮しつつ、月単位での罹患者数を年齢

別に推計している。このモデルで 2024年以
降ワクチンを接種しなかった場合の罹患者

数を求め、ベースライン（非接種時）の罹患

者数を設定した。表 1-1 に、推計した罹患

率（年率）を示す。分析では、「2023年秋の
接種率が、それまでと比較して 25%減少し

た場合」の数値を基本分析の数値として用

いた。 
iii) 新型コロナウイルス感染症の費用と入

院率・重症化率推計 
 (医療費の推計) 
 継続的に取得している商用レセプトデー

タベースのデータを用いて、新型コロナウ

イルス感染症の医療費を入院・外来別、さら

に重症度別に推計した。データソースとし

ては、組合健保の加入者 (約 800万人)を対
象とする日本システム技術株式会社 
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(JAST) のデータベースと、組合健保に加

えて後期高齢者医療制度・国保のデータを

保持する DeSC ヘルスケア株式会社 
(DeSC)を主として使用した。 
 2020年 2月以降に「新型コロナウイルス

感染症」もしくは「COVIDー１９」関連の

病名がついた患者を対象として、入院・外来

別、さらに重症度別の医療費を月別に 2022
年月まで算出した。重症度の定義は、実際に

診療に従事している研究協力者らとの議論

をもとに、COVID治療ガイドラインに従い、

「レベル 1: 酸素吸入あり」「レベル 2:ハイ

フローセラピーあり」「レベル 3: 間歇的陽

圧吸入法もしくは鼻マスク式補助換気法あ

り」「レベル 4: 人工呼吸もしくは気管挿管」

「レベル 5: ECMO の使用」の 5 段階と、

別途「レベル 9: ICUの使用」「レベル 0: レ
ベル 4とレベル 5とレベル 9のいずれかが

含まれるもの (一般的な重症化の定義に近

いもの)」を診療行為マスターから定義した。 
 表 1-2 に、昨年度の研究で推計したオミ

クロン蔓延期 (2022年 1月以降)の、両デー
タベースにおける医療費を年齢階級別・重

症度別に示すとともに、入院率ならびに重

症化率を示した。年齢階級により、入院率お

よび重症化率は大きく変動した。0-19 歳・

20-39 歳・40-59 歳・60-74 歳・75 歳以上そ

れぞれについて、入院率は 0.78%・0.89%・
1.01%・7.26%・18.08%、重症化率は対入院
で見た際に 18.4% (0-19 歳)から 38.8% (75
歳以上)まで変化した。非入院の 1 件あたり

の医療費は 3.2 万円(0-19 歳)から 4.5 万円
(75 歳以上)まで、非重症者の入院医療費は

41.1万円(0-19歳)から 63.2万円(75歳以上)
まで、非重症者の入院医療費は 76.9万円(0-
19 歳)から 130.1万円(60-74 歳)まで変化し

た。黄色で示した部分が、モデルに組み込ん

だ数値である。59 歳までの若年層は JAST
のデータを、60 歳以上の高齢者では DeSC
のデータを使用した。 
 (生産性損失の推計） 
 本人と濃厚接触者について、さまざまな

形での生産性損失の組み込みを行った。 
他のワクチンの評価の際にとられた手法

と同様に、人的資本法に基づいて全年齢の

平均賃金を用い、本人ではオミクロン蔓延

期の 7 日間・濃厚接触者では自宅待機期間

の 5 日間を組み込んだ。入院例については、

年齢別の平均入院期間と、退院後の仕事復

帰までの所要期間（非重症例 2 日・重症例

7 日）を合算した数値を罹病損失の発生期

間と定めた。 
その上で、以下の 4つのケースを想定して

推定を実施した。 
A) 生産性損失を組み込まず、医療費のみ算

入 
B) 生産性損失として、COVID-19 罹患にと

もなう休業の損失を組み込み。18-64 歳は

本人＋介助者（濃厚接触者）それぞれ 1 人
ずつの損失、5-17 歳と 64 歳以上は介助者

の損失のみ組み込み 
C) 生産性損失として、B)と同じ COVID-19
罹患にともなう休業損失に加え、接種にと

もなう損失も算入。接種者全員に 0.5 日分

の休業損失を組み込んだ上で、副反応発生

者（伊藤班データから 33%)は+0.5 日、合計

1 日分を組み込み 
D) C)と同様の仮定を置いた上で、2022 年
に実施した DeSC ヘルスケア社のアンケー

ト結果 (平均の濃厚接触者数 2.8 人)をもと
に、18-64 歳は本人＋介助者 2人・5-17 歳

と 64 歳は介助者 2人の損失を組み込み 
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iv) コロナワクチンの有効性推計と潜在的

削減費用推計 
 長崎大学を中心に構築された、多施設共

同研究 (Vaccine Effectiveness Real-Time 
Surveillance for SARS-CoV-2 (VERSUS) 
Study) のデータ 4)を用いた。VERSUS 
Study は検査陰性症例対照研究  (Test-
Negative Case-Control study, TNCC) の
デザインによるもので、発熱などの症状が

あって（すなわち、新型コロナウイルス感染

症を疑われる症状があって）医療機関を受

診した患者を対象集団として、ワクチン接

種歴を含んだ患者情報を収集する。そのう

えで検査陽性者を症例群・検査陰性者を対

照群と設定して接種の有無（あるいは接種

回数）と陽性割合との関係を評価し、ワクチ

ン効果をオッズ比として算出するものであ

る。TNCCのデザインは、i) 罹患率が低い
状況で、前向き研究でワクチン効果を算出

するためには症例数を確保できないことと、 
ii) 通常の症例対照研究のデザイン（単純に

発症者と非発症者を比較する）では、接種者

と非接種者での受診可能性の違いがバイア

スになりうることの双方に対処可能な手法

として、ワクチン効果の推計では一般的に

用いられている手法である 5)。 
 検査結果 （陽性・陰性）に接種歴を含む

種々の要因が与える影響を、混合効果ロジ

スティック回帰モデルを構築して調整オッ

ズ比と 95%信頼区間を算出して評価した。

ワクチンの有効性は、 (1- 調整オッズ

比)×100%で算出した。回帰モデルには、検

査結果（陽性・陰性）を被説明変数、新型コ

ロナワクチン接種歴、年齢、性別、基礎疾患

の有無、カレンダー週、新型コロナウイルス

感染症患者との接触の有無を固定効果 
（fixed effect）、受診医療機関を変量効果 
(random effect)の説明変数として組み込み、

ワクチン効果を算出している。 
 今回の分析では、「2024 年秋にワクチン
を追加接種した場合」と「追加接種しなかっ

た場合（すなわち、最終接種から時間が経過

した状態）」を比較するために、VERSUS 研

究のオミクロン蔓延期以降のデータから

「接種直後 (接種後 14 日〜45 日) vs 最終
接種後 6ヶ月・12ヶ月以上経過」のワクチ
ン効果を再解析し、2024以降の追加接種の

ワクチン効果と設定した。65 歳未満の発症

予防効果は接種後 1 年以上 (13 ヶ月以上）

経過した者を比較対照に設定できたが、65
歳以上の発症予防・入院予防・重症化予防に

ついては、12ヶ月以上経過者が十分な数存

在しない（とくに高齢者は、ほぼ 6 ヶ月ご
とに接種している）ため、6ヶ月以上経過し
た者を比較対照に設定した。ワクチン効果

は時間とともに減衰するため、「6ヶ月以上
経過」を比較対照とした場合のワクチン効

果は、「12ヶ月以上経過」を比較対照とした

場合よりも小さな数値になる。（すなわち、

ワクチン導入に控えめな推計となる） 
VERSUS 研究における 1 ヶ月ごとのワク
チン効果の減衰率を計算した上で、指数関

数をあてはめて推計した。組み込んだ数値

を表 1-3に示した。 
 シナリオ分析として、米国での Lin et al.
の有効性データを使用した分析も実施した。 
 
v) COVID-19 罹患時の QOL評価 
 東京都内のクリニック（五本木クリニッ

ク）において、発熱外来の受診者を対象に

LONG-COVID の各種症状の有無と、その
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持続期間を質問するweb 調査を実施してい

る。この中で、「療養期間中症状がもっとも

ひどかった時点」「療養終了から 3ヶ月後ま

で」「3-6 ヶ月後まで」「6-12 ヶ月後まで」

「現時点」の 5 つのタイミングで、症状の

有無に加えて EQ-5D-5L による QOL 値の
評価を実施している。繰り返し測定を考慮

した一般化線形モデルを使用した解析で、

発熱外来受診かつコロナ陽性者 (N=275)
については、「療養期間中症状がもっともひ

どかった時点」「療養終了から 3ヶ月後まで」

の 2点で、QOL値の有意な低下が見られた 
(-0.4139および-0.0726)。このデータと、罹
病期間をもとに損失 QALYを計算し、分析

に組み込んだ。 
  
v)副反応の考慮 
接種時の副反応を、前述の五本木クリニ

ック研究で測定された QOL 値を考慮して

組み込んだ。分析では、陰性者の QOL値低
下 (もっともひどかった時点で-0.21)を組
み込みつつ、「新規新型コロナワクチンを含

むコホート調査 並びに副反応シグナル全

国調査 (研究代表者・伊藤澄信)」のデータ
をもとに発症率を組み込んだ  (0-39 歳

32.7%, 40-64 歳 21.2%, 65-74 歳 10.1%, 75
歳以上 3.8%)。シナリオ分析として、自発報

告にもとづくデータ (harmo ワクチンケア
withコロナのスマホアプリにおける、2価
ワクチン接種者の「気になる症状」のデー

タ)を使用した分析も実施した。この場合の

発症率は、0-19 歳 46.2%・20-39 歳 4.0%・
40-64 歳 35.8%・65 歳以上 17.2%となる。 

 
以上のデータソースをもとに、1)2024 年
度は接種を行わない 2)2024 年度秋に 1 回

接種を行う 3)2024 年度春・秋に 2 回接種
を行う、の 3 つのケースを設定し、費用対
効果を求めた。結果は、1QALY 獲得あたり

の増分費用効果比 ICER で提示した。ワク
チン価格は 10,000円もしくは 15,000円で
設定し、接種にかかる費用（診療報酬上の初

診料や手技料に相当する部分）は 3,400 円
とした。 

 

（倫理面への配慮） 

 公表資料等を用いた分析であり、倫理的

な問題はない。 

 

Ｃ．研究結果 

図 1Aと図 1Bに、「秋 1回接種 vs接種な
し」「春秋 2回接種 vs秋 1回接種」それぞ

れについて、ワクチン価格 10,000円および
15,000円に設定した場合の結果を示す。こ

の結果は、医療費のみを算入したものであ

る。1回接種の場合 (図 1A)、すべての年齢
集団で ICERは 500万円/QALYを下回り、
費用対効果は良好であった。ICER の数値
が最大となる 5-11 歳でも、数値はワクチン

価格 10,000 円の場合は 206 万円/QALY・
15,000 円の場合は 310 万円/QALY となっ
た。2 回接種と 1 回接種を比較した場合は
(図 1B)、2 回接種の場合に分析期間が限定

される（接種による罹患減少を捕捉できる

期間が、後の接種では 6 か月間に制限され

る）こともあり、費用対効果は相対的に悪化

した。1回接種と比較した場合の ICERは、
70 歳以上を除くと 500 万円/QALY を上回
り、費用対効果に劣る結果となった。 
 表 2-1 から 2-3 に、さまざまシナリオを

変更した分析結果と、生産性損失を組み込
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んだ結果を示す。USの有効性データを使用
した場合や COVID-19 の罹患率を 50%減

少させる保守的な仮定を置いた場合でも、

ワクチン価格 10,000円の場合では 18 歳以

上の集団の ICERは 500万円を下回ってい
た。同様のケースでワクチン価格を 15,000
円に設定した場合、「USの有効性仮定で 60
歳未満」のケースでは ICERは 500万円を
上回った。 
 生産性損失を組み込んだ分析では、接触

者の生産性損失を組み込んだ場合 (シナリ
オ D)には費用対効果が大きく改善した。5
類移行以降の自宅待機の状況や、接種その

ものにともなう生産性損失をどのように組

み込むかが、今後の課題となることが示唆

された。 

 

Ｄ．考察 

新型コロナウイルス感染症およびコロナ

ワクチンに関し、これまで構築したデータ

ソースを活用しつつ、国内の最新のデータ

を用いた費用対効果の評価を行った。 
 年 1 回接種は、非接種と比較してどの年

齢集団・ワクチン価格設定でも費用対効果

は良好であった。年 2回接種は、年 1回接
種と比較して、高齢者 (80 歳以上)に限って
費用対効果は良好であった。増分費用効果

比 ICERの数値上は、「接種対象年齢層の拡
大」が「高齢者への 2 回接種」よりも優先
順位が高くなることが示された。なお、今回

の分析はCOVID-19の医療費およびワクチ
ン接種費用を 100%算入している「医療費支

払者の立場」を採用しているが、仮にワクチ

ン接種が定期接種 B類での対応になった場

合、国側の負担割合は原則 3 割となる。今

回の分析は、「全額支払者（≃国や自治体な

ど）が負担した場合の費用対効果」を評価し

ていることには留意が必要である。支払者

の立場だけを純粋に考慮した場合、接種費

用が 3 割、罹患時の治療費は 7 割から 9 割

であることを考えると、費用対効果はさら

に改善することが見込まれる。 
感染初期 (2020 年) とデルタ株蔓延期 

(2021年 7-9月)、さらにオミクロン株蔓延

期 (2022年以降)とで、病態は大きく変化し

ており、またワクチンの有効性も変化して

いる。それゆえ、COVID-19 関連の介入の

評価では、単にエビデンスレベルのみでデ

ータの有用性を判断することは誤りで、で

きる限り臨床実態を反映した分析を行うべ

きなのは、当然の帰結といえる。今後の政策

決定に際しても、可能な限り最新のデータ

（あるいは、その時点で「直近」の感染拡大

時のデータ）を用いることが肝要であり、代

表性を確保するため、レセプトデータにつ

いては随時アップデートしたデータを用い

た補完的検証を、フィールドを用いた経時

的なワクチン効果研究についても参加施設

を拡大した上での国内での入院予防効果・

重症化予防効果の検証を進めるとともに、

アプリや自治体データなどを活用した広汎

な推計を実施する予定である。昨年度の将

来の課題として述べたように、ワクチン種

ごとの有効性・安全性プロファイルの比較

も、次年度以降の重要な課題となる。諸外国

では、各ワクチンの相対的有効性に関する

システマティックレビュー・メタアナリシ

スが整備されつつある。このようなデータ

と、アプリその他の方法で経時的に収集し

た安全性データを総合的に評価しつつ、臨

床的なリスクとベネフィットを衡量できる

解析を実施予定である。 
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あわせて、今回は罹患率の設定について集

団内での感染伝・集団免疫効果を加味した

モデルを活用した評価を実施した。コロナ

のように変異と流行の波が不規則に繰り返

される疾患については、個人の感染のみを

評価できるマルコフモデルのような古典的

モデルのみならず、集団内での感染伝播や、

集団免疫効果などを加味できるモデルによ

る評価が望ましく、今後も実態に合わせた

キャリブレーションが肝要となる。 

昨年度の将来の課題として述べたように、

ワクチン種ごとの有効性・安全性プロファ

イルの比較も、次年度以降の重要な課題と

なる。諸外国では、各ワクチンの相対的有効

性に関するシステマティックレビュー・メ

タアナリシスが整備されつつある。このよ

うなデータと、アプリその他の方法で経時

的に収集した安全性データを総合的に評価

しつつ、臨床的なリスクとベネフィットを

衡量できる解析を実施予定である。 

 

Ｅ．結論 

新型コロナウイルス感染症およびコロナワク

チンに関し、これまで構築したデータソースを

活用しつつ、国内の最新のデータを用いた費

用対効果の評価を行った。1 回接種の場合、

すべての年齢集団で ICER は 500 万円

/QALYを下回り、費用対効果は良好であっ

た。増分費用効果比 ICERの数値上は、「接

種対象年齢層の拡大」が「高齢者への 2 回

接種」よりも優先順位が高くなることが示

された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし。 
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Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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図１ モデルの概形 
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表１−１ 推計した罹患率（年率） 
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